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茨城県内の労働災害発生状況（平成２８年確定値） 

～死傷災害は依然として、墜落・転落災害、転倒災害で多発～ 

 

茨城労働局（局長 西井 裕樹）は平成２８年の茨城県内の労働災害発生状況

（確定分）を取りまとめました。 

 

○ 休業４日以上の死傷災害：２,８４５人 

平成２７年に比べ２５人（０.９％）の減少 

○ 死亡災害：２６人 

平成２７年に比べ７人（２１.２％）の減少 

１ 休業４日以上の死傷災害発生状況 

県内の休業４日以上の死傷者数は２,８４５人で、前年の２,８７０人と比較し

て２５人（０.９％）減少しました。死傷者数は平成２３年から平成２５年にかけ

て減少してきましたが、平成２６年以降はこの減少傾向が鈍化した状況で推移し

ています。（資料１） 

(１) 業種別でみると、 

製造業が７８２人（前年比３１人、３.８％減少）、商業４１９人（同４０人、

１０.６％増加）、運輸・貨物業３９５人（同２２人、５.３％減少）、建設業    

３６４人（同１４人、４.０％増加）となり、この４業種で全体の６９％と災害

発生件数の多くを占めています。（資料２） 

(２) 事故の型別でみると 

・「墜落・転落」が５７５人（前年比４０人、７.５％増加）と最も多く発生し、

業種別でみると、運輸・貨物業１２８人（前年と同一）、建設業１１９人（前
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年比３人、２.５％減少）、製造業８６人、商業６２人の災害発生となっており、

この４業種で「墜落・転落」による災害が全体の６９％を占めています。  

・ 「転倒」については５６７人（前年比１０人、１.８％増加）と「墜落・転落」

に次いで多く発生し、業種別でみると、製造業１５６人（同２１人、１５.６％

増加）、次いで商業９０人（同１３人、１２.６％減少）、保健衛生業７９人、

接客娯楽業６１人の順で発生し、この４業種で全体の６８％を占めています。 

平成２１年以降、事故の型別においては「墜落・転落」と「転倒」による災害

が多くを占めています。 

２ 死亡災害発生状況 

県内の労働災害による死亡者数は２６人で、前年の３３人と比較して７人  

（２１.２％）の減少でした。（資料３） 

業種別でみると、建設業で１１人（全体の４２％）、製造業４人（同１５％）、

運輸・貨物業２人の順で発生し、この３業種で全体の６５％を占めています。 

事故の型別でみると「交通事故」が９人（同３５％）、「墜落・転落」が５人

（同１９％）の順で発生しています。（資料４） 

なお、平成２８年に発生した死亡災害の具体的事例については「平成２８年死

亡災害事例」のとおりです。（資料５） 

 

３ 茨城労働局の対応 

平成２９年度は、第１２次労働災害防止推進計画の最終年度であることから、

災害件数を減少させるため、業種別で災害発生の多い製造業、商業、運輸・貨物

業、建設業を重点とするほか、増加している転倒災害や前年と比べ死傷件数は減

少したものの死亡者数が最も多い交通労働災害についても労働災害防止対策を推

進します。 

具体的には、 

① 製造業は、機械によるはさまれ・巻き込まれによる災害の防止、運輸・貨物

業は、トラック等荷台からの墜落・転落災害が依然として多いことから、荷役

作業における災害の防止、建設業は、墜落・転落災害の防止 に特化した周知

啓発と問題事業場への個別指導を行います。 

② 転倒災害を減少させるため、平成２８年度に引き続いて、「ＳＴＯＰ！ 転倒

災害プロジェクト茨城」を展開し、製造業及び第三次産業（小売業、社会福祉

施設、飲食店等）を重点業種として取り組むほか、特に災害が多い高齢者への

災害防止対策の必要性を業界団体等へ周知し対策の強化を要請します。 

（資料６） 
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③ 交通労働災害を減少させるため、警察機関と連携し、安全・衛生週間準備打

ち合わせ会等の機会を活用して、交通災害防止のための講話や「交通労働災害

防止のためのガイドライン」の周知を行い、陸運事業等の業界団体とも連携し

効果的・効率的な周知・指導を行います。 
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資料１ 死傷者数の（休業４日以上）の推移 
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資料３ 死亡者数の推移（茨城） 

資料４ 労働災害死亡者数の事故の型別（茨城） 

資料５ 平成２８年死亡災害事例 

資料６ ＳＴＯＰ！転倒災害プロジェクト茨城 


